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スピン制御面発光レーザを用いた周波数シフト局発光源の研究

代表研究者 横田 信英 東北大学 電気通信研究所 助教 

1 研究背景・目的 

1-1 コヒーレント光通信

近年、高精細動画配信サービスの普及や災害対策のため、限られた周波数帯域でより大容量かつ通信経路

に対して柔軟な光通信技術が要求されている。コヒーレント光通信[1]は光の振幅と位相を両方活用する通信

方式であり、送信側と受信側の同期を得る手段に難があるが、周波数利用効率の優れた直交振幅変調方式な

どを活用でき、高速デジタル信号処理を併用することで通信経路に対して柔軟な対応が可能であるため精力

的に研究されている。コヒーレント光通信では送信信号と受信側で用いる局発光の同期を得る必要があり、

これまでに様々な方式が提案されている。受信側においてデジタル信号処理を用いた位相推定を行う手法[2]

は特殊なハードウェアを必要としない代わりに、高多値度の信号を扱う場合の計算負荷が膨大となる欠点が

ある。光位相同期ループを用いる手法[3]は古くから研究されているが、ループ帯域幅の確保と回路構成の複

雑さにおいて難がある。また、これらの手法では位相ノイズの小さい狭線幅レーザが送受信側において必要

となる。一方、半導体レーザにおける注入同期現象を活用した手法[4]は比較的簡便なハードウェア構成で同

期を実現できることから注目されている。例えば、文献[4]では直交周波数分割多重方式のデータ信号帯域の

中央にパイロットトーン信号を生成し、このパイロットトーンに半導体レーザを注入同期させ、その出力光

を局発光として用いる手法が実証されている。注入同期のためのパイロットトーンの付加の仕方にはいくつ

かの方法が考えられるが、上述の文献で用いられるようなデータ信号帯域内にパイロットトーンを挿入する

手法は、信号光の生成に用いるデュアルパラレルマッハツェンダ変調器の動作点を最適点からずらす必要が

あり、信号波形の歪を生じる。また、パイロットトーンを挿入するためのガードバンドを確保する必要があ

る。このような欠点はパイロットトーンをデータ信号の帯域外に付加することで回避することができる。図

1 に示すように、データ信号外にパイロットトーンを付加し、受信側において半導体レーザに注入同期させ

た後、外部変調器によって周波数をシフトさせることで簡便なホモダイン検波が実現できる[5]。このような

方式は魅力的であるが、局発光源を周波数シフトさせることに起因した光源構成の複雑化が短所となる。本

研究では、このような周波数シフト局発光源の簡便化に向けてスピン制御面発光レーザを利用するアイデア

について検証する。 
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図 1 光注入同期法を用いたコヒーレント光通信システム 

1-2 光学遷移選択則とスピン制御面発光レーザ

面発光レーザの活性層に用いられる量子井戸において、図 2 に示すような光学遷移選択則が成り立つこと

が知られている[6]。この選択則は電子と光子の間での角運動量保存則に関係するものであり、図中では量子

井戸におけるファラデー配置を想定している。例えば、伝導帯においてアップスピン偏極している電子は価

電子帯の重い正孔と再結合するときに左回り円偏光（）を放出する。逆にの光子を吸収することでアッ

プスピン偏極した電子が励起される。同様に、伝導帯においてダウンスピン偏極している電子は価電子帯の
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重い正孔と再結合するときに右回り円偏光（）を放出する。

このような選択則を利用すると、面発光レーザの発振円偏光状

態を活性層における電子のスピン偏極状態によって制御するこ

とが可能となる。また、量子井戸において重い正孔と軽い正孔

の準位間が分離するため、面発光レーザの共振モードを適切に

設計することで重い正孔に関連した遷移のみを抽出することが

できる。活性層を円偏光で光励起することによって、電子のス

ピン偏極状態を光学的に制御することも可能であり、後で述べ

る面発光レーザへの光学的スピン偏極電子の注入・変調実験に

おいてこの選択則を利用する。また、半導体中における正孔の

スピン緩和時間は一般にサブピコ秒オーダと短いため、本研究

では電子に対するスピン偏極状態のみを考慮する。 

これまでに研究代表者は、図 3(a)に示すスピン制御面発光レ

ーザ構造を提案し、注入電子のアップスピン密度とダウンスピ

ン密度を差動的に変調するスピン偏極変調において、通常の電流変調とは異なる興味深い現象が生じること

を明らかにしている。スピン制御面発光レーザはアップスピンまたはダウンスピンに偏極した電子をそれぞ

れ独立して面発光レーザの活性層へ電流注入可能な構造であり、スピン偏極した電子を注入するための電極

として、FePt/MgO[7]や Fe/Tb[8]多層膜などの垂直磁化を有するトンネルスピン注入電極を用いることがで

きる。注入する全電子密度を一定とし、正孔の注入には通常のオーミック電極を用いる。本構造では独立し

た電極から各スピン偏極電子を注入するため活性層において両者が空間的に分離することが懸念されるが、

面発光レーザにおいて広く用いられている電流狭窄層によって面内空間分布を均一化することが期待できる。 

面発光レーザのスピン偏極変調特性の例[9]を図 3(b)に示す。通常の電子密度変調の場合、キャリアと光

子の相互作用に起因する緩和振動現象[10]によって 3 dB 帯域幅は 4 GHz程度に制限されている。一方、スピ

ン偏極変調の場合には、緩和振動周波数を大幅に超える 19 GHz において共鳴的に変調感度が向上しており、

3 dB帯域幅の向上にも寄与することがわかる。このような共鳴ピークは面発光レーザにおける複屈折に起因

することがわかっている。一般的に面発光レーザのメサ領域では応力の異方性などが存在するため共振器が

複屈折を示すが、これは偏光の直交する外部共振器のように見なすことができる。つまり、x 偏光と y 偏光

に対して面発光レーザの共振器長が異なる状態に相当し、各偏光モード間に複屈折に依存した一定の周波数

分離が生じる。例えば、面発光レーザが y偏光で発振しており、直交する x偏光のモードは相対的に利得が

低く発振に至っていない場合を考えると、これは x偏光に対する狭帯域な光増幅器のように機能する。スピ

ン偏極変調では左右の円偏光成分の和（全光出力強度）は一定で左右の円偏光成分の差が変調されるため、

変調サイドバンドは定常状態における発振偏光と直交した直線偏光で生じる。複屈折により生じた偏光モー

ド間の周波数分離とスピン偏極変調周波数が概ね一致する場合、生成された変調サイドバンドは共鳴的に増

幅される。ここで、x 偏光モードと y 偏光モードの位置関係から、スピン偏極変調時の変調サイドバンドは

発振周波数の両側にそれぞれ異なる強度で生じる。このため、複屈折を適切に制御することで面発光レーザ

から周波数シフトした光スペクトルを生成することが可能であり、この特徴を周波数シフト局発光源に応用

することが期待できる。 
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図 3 (a)スピン制御面発光レーザの概念図、(b)スピン偏極変調特性 

 

 

図 2 光学遷移選択則（CB:伝導帯、VB:

価電子帯、HH:重い正孔、LH:軽い正孔） 
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1-3 スピン制御面発光レーザを用いた周波数シフト局発光源 

本研究では、このようなスピン制御面発光レーザの特異な変調特性に注目し、周波数シフト用の外部変調

器を用いない直接変調型の周波数シフト局発光源の足掛かりとする。図 4(a)に示すように、x 偏光のパイロ

ットトーンをスピン制御面発光レーザに注入し、これに同期させた場合を考える。パイロットトーン（ftone）

に注入同期したスピン制御面発光レーザを変調周波数|fc−ftone|で変調すると、データ信号の中心帯域（fc）に対

して発振偏光と直交する y偏光の変調サイドバンドが生成でき、ホモダイン検波に利用することができる。

ここで、スピン制御面発光レーザの偏光モード分離に起因して、片側のサイドバンドが強く生成されること

から、不要なサイドバンドを抑制する効果も期待できる。この変調サイドバンドは狭帯域光フィルタを用い

ることなく偏光ビームスプリッタで簡便に分離することができるため、これを周波数シフト局発光として利

用することができる。 

このような手法を取り入れた集積型デバイスの構造例を図 4(b)に示す。スピン制御面発光レーザの下側ミ

ラーをサブ波長回折格子型ミラー[11]に置き換え、二つの偏光依存入出力ポートを取り付けた構造である。x

偏光のパイロットトーンが導波路から入力された場合、サブ波長回折格子ミラーを通じてスピン制御面発光

レーザの共振器内に結合し注入同期を得る。この状態で面発光レーザへ注入されるスピン偏極電子密度を差

動的に変調することで、直交する y偏光の変調サイドバンドを生成し、これをもう一つの導波路から出力す

るものである。このようなデバイスの実現にはスピン制御面発光レーザとシリコンフォトニクス等の細線導

波路技術を融合することも必要となるが、小型かつ合理的な構成として期待できる。メサ付近における複屈

折はメサ形状やレーザ加工などによってある程度は制御できることが知られるが[12]、実際にはマイクロヒ

ータ等で制御[13]することも必要になると考えられる。 
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図 4 (a)スピン制御面発光レーザの直接変調に基づく周波数シフト局発光源の概念図、(b)提案手法を用い

た集積型デバイスの構造例 

 

1-4 研究目的 

 以上のように、スピン制御面発光レーザの直接変調を用いることでコヒーレント光通信において重要な周

波数シフト局発光源を簡便に実現することが期待できるが、これは現時点では仮説に留まっており、注入同

期スピン制御面発光レーザが通常のスピン制御面発光レーザ（フリーラン状態）と同様な変調特性を有する

かどうかも判明していない。そこで本研究では、注入同期スピン制御面発光レーザの変調特性を理論と実験

の両側面から明らかにすると共に、本レーザを用いた周波数シフト局発光源の可能性について検証する。こ

れらを通じて、今後のデバイス実現に向けた足掛かりとなる成果を得ることを目指す。 

2 理論解析 

2-1 スピンフリップレート方程式モデル 

 本研究で用いる解析モデルは、面発光レーザにおける偏光ダイナミクスの解析などで古くから知られてい

るスピンフリップモデル[14]において利得飽和の影響を考慮したものであり、以下に示す連立方程式で表す

ことができる。 

  (1) 
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   (2) 

ここで、Eと Eは右回り円偏光と左回り円偏光に対する複素電界であり、Nと Nはアップスピンとダウンス

ピンの電子密度を表す。, , vg, Ag, Nt, , a, p, fd, , Ei, p, c, s, I0,Im, fm, e, V はそれぞれ線幅増大

係数、閉じ込め係数、光の群速度、微分利得係数、透明キャリア密度、利得飽和係数、二色性、複屈折、離

調、結合係数、注入電界、光子寿命、キャリア寿命、電子スピン緩和時間、DC電流、スピン偏極電流変調係

数、スピン偏極変調周波数、電気素量、活性層体積を表す。式(1)は左右の円偏光成分に対する複素電界の時

間変化を表しており、右辺の 1 項目が誘導放出、2 つの偏光モード間の結合、共振器内の光損失を表す。右

辺の 2項目と 3 項目は注入同期させるためのマスターレーザ光の離調と光注入を考慮している。式(2)はアッ

プスピンとダウンスピンの各電子密度の時間変化を表しており、右辺の 1～4項目がそれぞれスピン偏極電子

の電流注入、誘導放出、キャリア寿命に依存した全電子密度の減衰、スピン緩和時間を反映したスピン偏極

電子密度差の減衰を表す。ここで、第 1 項目においてスピン偏極電子が差動的に電流注入される状況を考慮

している。パラメータには、後の実験で用いた RayCan 社製の InAlGaAs 量子井戸を活性層とした 1.55 m 帯

面発光レーザ[15]に関するパラメータ [16,17]を用いた。 

 

2-2 注入同期スピン制御面発光レーザの変調特性 

 まずは注入同期スピン制御面発光レーザの基本的特性を明らかにするため、異なる離調周波数f と注入比

10 dB におけるスピン偏極変調特性を解析した。ここで、f はレーザ発振周波数と注入光の周波数の差を表

しており、正のf は短波側の光を注入することを意味する。パラメータ fd とは異なり、f は発振偏光モード

からの離調を考慮するためにf = fd p /2として再定義している。また、注入比はレーザ発振出力光パワー

と注入光パワーの比を表しており、正の注入比は注入光の方が大きいことを意味する。図 5(a)に示すように、

面発光レーザにおける偏光モード間の周波数分離を表すpが 30 GHz において、f = −5、0、5 GHz の場合を

比較すると、どのf においても、フリーラン時に生じるはずのp に一致する共鳴周波数よりも低い周波数領

域に共鳴ピークがシフトしていることがわかる。また、正のf においてシフト量が大きく、共鳴ピーク強度

も低下していることがわかる。同様にp = 40、50 GHz の場合について解析すると、図 5(b)、5(c)に示すよ

うに、p の増大に対応した共鳴ピーク周波数がシフトしており、共鳴ピーク強度もわずかに増大する傾向が

見られた。これらの結果を図 5(d)にまとめて示す。pが共鳴ピーク周波数と共鳴ピーク強度の両方の値を増

大させる傾向にあり、これらはf にも依存することがわかる。周波数シフト局発光源への適用という観点で

は、共鳴ピーク強度が強く、高周波領域で共鳴ピーク周波数が得られることが望ましいため、正よりは負の

離調周波数を選択することが望ましいと言える。ただし、後の実験においても確認されるように、注入比の

小さい場合には同期の得られる離調周波数範囲が狭くなるため、f ~ 0におけるスピン偏極変調特性が最も

興味の対象となるものである。 

 次に、異なる注入比（IR）における注入同期スピン制御面発光レーザの変調特性について解析した。f = 0, 

p = 50 GHz における解析結果を図 6(a)に示す。IRを 10 dB から-10 dB に低減することで共鳴ピーク周波数

が高周波側にシフトしており、共鳴ピーク強度も増大していることが確認できる。IR が-40 dBまで減少する

と、フリーラン状態のスピン制御面発光レーザの場合に概ね一致する変調特性が得られていることがわかる。

IR を究極的に小さくすることで注入光無し（フリーラン状態）の状態に収束することから、このような傾向

は妥当であると考えられる。また、IRが小さい場合では、ほぼp に依存する共鳴ピーク周波数が得られ、共

鳴ピーク強度も最大化することから、周波数シフト局発光源として理想的な変調特性であると言える。共鳴

ピーク強度を更に増大させるためには、フリーラン状態のスピン制御面発光レーザの変調特性の場合と同様

に、二色性に関するパラメータa を低減することで実現できると考えられる[18]。注入同期スピン制御面発

光レーザの変調時における偏光分解光スペクトルの解析結果を図 6(b)-6(d)に示す。ここで、無変調時の発

振偏光を x 偏光（青線）としており、スピン偏極変調に起因した変調サイドバンド成分はそれに直交する y

偏光（赤線）として表れている。IRが-40 dB の場合には、変調サイドバンドが正の周波数側に強いピークと

して表れており、負の周波数側のピークとの差は 53 dB であった。このことから、不要なサイドバンドを抑

制した片側への周波数シフトが実現できていることがわかる。一方、IRが-10 dBの場合には正の周波数側の

ピークが低減され、IR が 10 dB の場合にはこの低減は更に顕著になっていることがわかる。これらは、IR

が増大するにつれて共鳴ピーク強度が低下することから共鳴的変調感度向上を活用したスピン偏極変調の効
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率が低下したものと考えられる。以上の結果から、スピン制御面発光レーザを周波数シフト局発光源として

活用する場合には、低い IR かつf ~ 0 の条件下で注入同期させることが効率的であると言える。 
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図 5 異なる離調周波数における注入同期スピン制御面発光レーザの変調特性 (a) p = 30 GHz、(b) p = 40 

GHz、(c) p = 50 GHz、(d) 共鳴ピーク強度と共鳴ピーク周波数の関係 
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図 6 f = 0, p = 50 GHz における解析結果 (a) 異なる注入比における注入同期スピン制御面発光レーザ

の変調特性、偏光分解光スペクトル (b) IR = −40 dB, fm = 50 GHz、(c) IR = −10 dB, fm = 45 GHz、(d) IR 

= 10 dB, fm = 38 GHz（青線：x 偏光、赤線：y偏光） 

 

2-3 原理検証解析 

 コヒーレント光通信を模擬した原理検証解析を行い、スピン制御面発光レーザに基づく周波数シフト局発

光源のアイデアを確認した。本解析では図 7 に示すように、データ信号として 25 Gbaud の 16 QAM (QAM:直

交振幅変調)信号を用いた。本信号はデュアルパラレルマッハツェンダ変調器モデルを用いて生成した。デー
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タ信号から 50 GHz 分離したパイロットトーンをスピン制御面発光レーザに注入し、この条件下でスピン偏極

変調を行った。生成した変調サイドバンド成分は直交偏光成分として搬送波（無変調成分）と分離し、コヒ

ーレントレシーバを模擬した 90°ハイブリッドの構成で検出した。ここで、Im = 1 × Ith, fm = 50.0 GHz,p = 

50.0 GHz, f = −100 MHz, fc = 50.1 GHz, ftone = 100 MHz とした。100 MHz のわずかな離調を導入すること

で、コンスタレーションマップにおける 16 QAMシンボル配置の回転の有無からスピン制御面発光レーザの同

期の有無を確認することができる。また比較のため、ノイズのない理想的な局発光源と注入光を導入してい

ないフリーラン状態のスピン制御面発光レーザを局発光に用いた場合についてもそれぞれ同様に解析した。 
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図 7 スピン制御面発光レーザに基づく周波数シフト局発光源の検証モデル 

 

 本解析で考慮するスピン制御面発光レーザ、パイロットトーン、データ信号の相対的周波数関係について

図 8(a)にまとめた。各種の局発光源を用いてコヒーレント検波したデータ信号の解析結果を図 8(b)-8(d)に

示す。図 8(b)に示すように、注入同期スピン制御面発光レーザを局発光として用いた場合には、16 QAM信号

のシンボル配置を有するコンスタレーションが得られていることがわかる。この時、理想的なシンボル点と

のずれの程度を表すエラーベクトル振幅（EVM）は 0.69%であった。この値は 16 QAM 信号の生成に用いたデ

ュアルパラレルマッハツェンダ変調器における非線形歪に起因する非常に小さい値であり、図 8(c)に示すよ

うに、理想的な局発光を用いた場合にも同じ EVM の値が得られている。また、図 8(d)に示すように、注入同

期の得られていないフリーラン状態のスピン制御面発光レーザを局発光に用いた場合にはコンスタレーショ

ンの回転が生じていることがわかる。このことから、スピン制御面発光レーザの注入同期が解析結果に反映

されていることを確認すると共に、本研究で提案する周波数シフト局発光源の基本的アイデアを検証するこ

とができた。 
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図 8 (a)解析に用いたパラメータの概要、25-Gbaud 16-QAM信号のコンスタレーションマップ (b) 注入同期

スピン制御面発光レーザを用いた場合、(c)理想的な局発光を用いた場合、(d)フリーラン状態のスピン制御

面発光レーザを用いた場合 
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3 注入同期面発光レーザのスピン偏極変調特性 

3-1 実験内容 

図 9に示す構成を用いて、注入同期面発光レーザのスピン偏極変調特性に関する検証実験を行った。将来

的には図 3(a)で示したような電気的スピン偏極変調を想定しているが、本研究では市販の 1.55 m 帯面発光

レーザを高速偏光変調光によって光励起し、励起された電子のスピン偏極度を変調する。ここで、光励起波

長は面発光レーザの発振波長よりも十分に短波側の 1476 nm とするため、面発光レーザは励起光には注入同

期しない。光学遷移選択則を通じたスピン偏極電子密度の変調を行うため、励起光の偏光状態を右回り円偏

光と左回り円偏光の間で高速に変調することがポイントである。ここで、このような高速偏光変調を実現可

能な偏光変調器は市販されていないため、２つの偏光スプリッタで構成される偏光分離マッハツェンダ干渉

計の片側に高速に動作する位相変調器を挿入し、これを変調することで偏光変調を実現している。光ファイ

バの振動や温度変化などに起因してファイバ内の伝搬光の位相が低速で変動するため、位相シフタのフィー

ドバック制御によってこの影響を補償している。一方、波長可変型のマスターレーザの光強度を可変アッテ

ネータで制御し、偏光状態を面発光レーザの発振偏光と一致するように制御した後、面発光レーザへと注入

する。これらの励起光と注入同期用のマスターレーザ光は波長多重カプラによって合波している。面発光レ

ーザへ光注入する直前では、偏光状態をモニタするためにファイバではなく自由空間の光学系を用いている。

面発光レーザは 6 mAの DC電流を注入することで発振させており、この状態でスピン偏極した電子を光学的

に注入している。面発光レーザの出力光はビームスプリッタで反射した成分を再度光ファイバへ入力し、フ

ァイバ増幅器による光増幅とバンドパスフィルタによる不要なノイズ光成分のフィルタリングを行った後、

バランスドレシーバで左右の円偏光成分を差分検出している。偏光変調器の変調周波数を信号発生器で掃引

し、本検出信号を RF スペクトラムアナライザでロックインアンプ的に検出することで微弱なスピン偏極変調

特性を測定する。 

励起用レーザ
(1476 nm)

偏光変調器

面発光レーザ

偏光制御器 アイソレータ



信号発生器

位相変調器
バイアス
制御器

偏光子

1/4波長板

RFスペクトラム
アナライザ

偏光スプリッタ

バランスドレシーバ

バンドパス
フィルタ

ファイバ
増幅器

フォトダイ
オード

マスターレーザ
波長多重
カプラ

光フィルタ

コリメータ 電流 6 mA

ビームスプリッタ

レンズ

可変
アッテネータ

位相シフタ

 

図 9 注入同期面発光レーザのスピン偏極変調特性測定系 

 

3-2 注入同期の離調特性 

 本実験で用いた面発光レーザ（フリーラン）の発振スペクトルを図 10(a)に示す。発振波長は 1547.3 nm

であり、21 GHz離れた箇所に小さいピークが見られる。これは発振偏光と直交する発振には至らない偏光モ

ードであり、この周波数分離は面発光レーザのメサ領域における複屈折に依存するものである。周波数分離

を実験的に観測可能な大きさに調節するため、レーザ加工による面発光レーザへの異方性応力付加[19]を導
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入している。注入同期の有無を判別する方法はいくつか考えられるが、光スペクトラムアナライザを用いて

光スペクトルのシフト（引き込み現象）を確認する手法が最も簡便である。図 10(b)に示すように、フリー

ラン状態の面発光レーザの発振波長に対して約-5 GHzの離調周波数を有するマスターレーザ光を注入した場

合において、面発光レーザのスペクトルピークはマスターレーザのものと一致していることがわかる。ここ

で注入比は 0 dB としており、面発光レーザの発振偏光とマスターレーザの偏光を一致させるように制御して

いる。同期が得られない場合は、光スペクトルに大きなサイドモードが生じ、意図的に変調を行っていない

場合でも面発光レーザの光出力強度が振動する現象が発生する。面発光レーザの基本的な注入同期特性を把

握するため、注入比と離調周波数に対する同期範囲の関係を測定した。その結果を図 10(c)に示す。注入比

が-10dB付近では同期の得られる離調周波数範囲は数 GHz程度と狭いが、注入比が 5 dB 付近では同期範囲が

拡大し、負の離調周波数側に 50 GHz 以上の広い同期範囲が得られていることがわかる。負の離調周波数側に

おいて同期範囲が拡大する傾向は面発光レーザの線幅増大係数に起因しており、過去の報告例[20]と同じ傾

向である。また、図 10(c)において斜線で示した同期範囲内においても不安定になる領域が存在することが

報告されている[21]。 
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図 10 (a)面発光レーザの光スペクトル（フリーラン）、(b)マスターレーザと注入同期面発光レーザの光ス

ペクトル、(c)注入比と離調周波数に対する同期範囲の測定結果 

 

3-3 スピン偏極変調特性 

 離調周波数-1 GHz における注入同期面発光レーザのスピン偏極変調特性の測定結果を図 11 に示す。ここ

では、フリーラン状態の測定結果の他、異なる注入比（-6, -16, -19 dB）において測定している。先に述べ

たように、同期範囲の中で安定した注入同期が得られる条件は限られるため、設定した注入比は等間隔にし

ていない。フリーラン状態のスピン偏極変調特性は光スペクトルにおける偏光モード間の周波数分離に一致
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する 21 GHzにおいて共鳴ピークが得られていることがわかる。注入比が-6 dBと比較的大きい場合は 12 GHz

付近で緩やかなピークが確認でき、そこから注入比を-16 dB、-19 dB と低下させることでピークが高周波側

にシフトし、注入比-19 dB の場合にはフリーラン状態の変調特性と概ね一致するピーク形状が確認できる。

このような傾向は先に数値解析で確認したものと対応する結果である。低い注入比における注入同期スピン

制御面発光レーザはフリーラン状態のスピン制御面発光レーザと概ね同等な変調特性とみなすことができ、

本研究で提案していた周波数シフト局発光源の基本的アイデアを支持するものであることがわかった。この

ように、注入同期スピン制御面発光レーザの変調特性を光学的スピン偏極変調法によって評価し、スピンフ

リップレート方程式を用いた解析結果を指示する実験結果を得ることに成功した。本実験では、スピン偏極

変調の効率が小さく、大きな変調サイドバンドを生成することはできていないが、電気的スピン注入を実現

することで改善が見込まれるものである。 
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図 11 注入同期面発光レーザのスピン偏極変調特性の測定結果 

4 まとめ 

本研究ではコヒーレント光通信において重要となる局発光源に着目し、注入同期スピン制御面発光レーザ

の直接変調による周波数シフト方式を検証した。方法式は発振偏光と直交する直線偏光の変調サイドバンド

を生成できることから変調サイドバンドを偏光ビームスプリッタによって簡便に分離できる点が特徴である。

スピンフリップレート方程式解析により、注入同期スピン制御面発光レーザの変調特性は変調感度の共鳴周

波数に影響するパラメータp の他、注入同期の典型的な自由度である離調周波数と注入比に依存することが

わかった。微弱なパイロットトーンに注入同期させるためには低い注入比における変調特性を活用すること

になるが、このような場合にはフリーランの場合にほぼ一致する強い共鳴特性を示し、効率的な周波数シフ

トが実現できることがわかった。このような注入同期スピン制御面発光レーザが有する特異な変調特性は光

学的スピン偏極変調法を用いた実験からも確認でき、本研究の基本的アイデアを検証することができた。こ

こまでの実験的成果は今後の学術論文発表に向けて更に考察を進めていくことを予定している。光学的スピ

ン偏極変調の効率が低いことから今回は変調サイドバンドを局発光として用いたコヒーレント光通信の伝送

実験には至らなかったが、今後、面発光レーザへの高効率な光結合と信号光の低ノイズ検出の観点から実験

方法の改善を継続して進める予定である。また、電気的スピン注入に基づくスピン制御面発光レーザの実現

に向けた共同研究にも着手していくことを計画している。 

本研究の遂行において多大なご支援を頂きました電気通信普及財団のご関係者の皆様に心よりお礼申し上

げます。 
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